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１．研究開発プロジェクト名 

 

感染症制圧用情報技術の実用化に向けた多施設フィールドトライアル 

 

２．研究開発実施の具体的内容 

２‐１．目標 

（１）目指すべき姿 

 

2023年初夏、海外より帰国した男性が麻疹(はしか)を発症したことで、極めて感染性の

高い麻疹が国内に拡大した。この3年間、新型コロナウイルスにより全国のあらゆる医療

機関や保健所、事業者が、多大なコストを掛けて感染対策に取り組んだにも関わらず、こ

の麻疹患者情報の公開、接触の可能性のある症例の受け付け、検査手配、隔離といった業

務は、手作業でなされている。パンデミックの教訓を次に繋げるうえでも、感染症危機管

理に関わる業務を効率的にデジタル化し、日常業務からパンデミック対応まで、感染症危

機管理実務を情報技術の活用により変革するべきである。これにより、公衆衛生当局は、

文教機関や大規模事業所、医療機関と協力しながら、患者や住民に対して効果的な感染対

策を提供し、より感染症に対する耐性を獲得した社会の実現を図っていくことが望まれ

る。 

 

（２）研究開発プロジェクト全体の目標 

 

本研究開発プロジェクトでは、今まで保健師における感染症対策の根幹の一つである

積極的疫学調査を、情報技術によりデジタル化ならびに自動化を達成することを目標と

する。そのために、今回のコロナウイルスによるパンデミック対応に際して北海道庁が活

用した患者管理システムFFHSをベースに「北見工大版FFHS」を立ち上げ、学内におけ

る感染の届出、疫学調査、検査手配等の患者対応業務のデジタル化を図る。さらに、その

プロトタイプの多組織へと展開し、フィールドスタディを行う。 
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２‐２．実施内容・結果 

（１）スケジュール 

 

研究開発期間中（42ヶ月）のスケジュール 
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（２）各実施内容 

 

実施項目①：患者情報集約システムの学内運用を目指し研究開発を進める 
 

実施項目①-1： 患者・濃厚接触者窓口システムの研究開発 

実施内容： 届出を受け付ける患者窓口システムの実運用に向けて、北見

工大と北大とで分担しつつシステム開発を行った。 
 

実施項目①-2： 保健師システムの研究開発 

実施内容： 保健師用システムの実運用に向けて、必要な研究開発を行っ

た。 
 

実施項目①-3： FFHSカスタマイズ 

実施内容： 北見工大内部における患者管理、積極的疫学調査実務、検体

検査手配等、実務上のカスタマイズに取り組んだ。 

 

上記の通り、学内運用に向けたシステムの準備に取り組んだ。 

 

実施項目②：感染リスク推論・解析処理システムの研究開発を進める 
 

実施項目②-1： 大規模言語モデルを用いた移動・行動情報の接地・知識表現を

試行する 

実施内容： 患者より提供される情報に含まれる位置情報や人物情報のそれ

ぞれを、具体的な対象へと対応付けていく「接地」(グラウン

ディング)処理について、奈良先端大大内を中心に検証を行っ

た。 
 

実施項目②-2： PLODを用いた患者・接触者の移動・行動情報の表現 

実施内容： 患者情報の効率的なPLOD変換の実現に向けて、LLMを用いた

生成とその評価に取り組んだ。 

 

計画通り、次年度以降の本格的な研究に備えた準備に取り組んだ。 

 

 

実施項目③：プロトタイプの運用・データ収集・成果広報 
 

実施項目③-1： 北見工大におけるプロトタイプ運用・改良・評価 

実施内容： 学内における感染対策への正式活用に向けた調整に取り組ん

だ。 
 

実施項目③-2： 他組織におけるフィールドスタディ実施に向けた調整 

実施内容： プロジェクト推進に向けた北海道庁との調整を適宜進めた。 
 

実施項目③-3： 研究広報 

実施内容： 「茶話会」の実施に加えて、プロジェクト広報に向けた企画準

備を進めた。 
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（３）成果 

 

今年度の到達点① 

  （目標）情報集約システムの研究開発 

実施項目①-1： 患者・濃厚接触者窓口システム 

成果： 

プロジェクトの核に、構築するシステムの北見工大における実利用

がある。そのために、学内における患者情報集約システムの運用を目

指し、システムのローカライズを進めた。ただし、コロナ患者数の減

少局面に入るにしたがって、学内での患者管理が、新型コロナウイル

ス感染症だけでなく、インフルエンザ等他の疾患も含めて執り行う必

要が生じた。その結果、患者窓口システム(図1)を、複数の感染症につ

いて情報収集しうるシステムへと修正する必要が生じた。さらに、こ

れまでの検討を通じて、患者からのより効率的な情報聴取を行うた

め、構築したユーザーインターフェースにさまざまな追加修正を行う

必要が生じた。そのため、この修正作業に多くの時間を要し、年度内

のシステム公開を行うことができなかった。 

 

改修に際しては、感染者との接触情報の解析の起点となる、移動や

行動に関する「時間情報」と「場所・施設情報」の入力インターフェ

ース改良に取り組む必要があった。時間情報の入力に関しては、開発

初期の段階では、当初、後段の推論処理に用いやすいデータを取得す

ることを優先させた設計となっていたが、これはユーザーの入力負荷

を高める設計であった。入力負荷が高まると、情報入力を途中で放棄

するドロップアウトのリスクが高まる。そこで、より効率的な入力を

可能とするインターフェースへの改修を試みた(図2)。これにより、移

動や行動における曖昧な時間情報を効率的に入力することが可能とな

った。 

図１：患者システムのインターフェース 
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また、「場所・施設情報」に関しても、入力に際しての課題が判明

していた。たとえば、学生が大学に登校した後は、普通は複数の講義

に出て、研究室や学生食堂などに立ち寄ことになる。また、それぞれ

の訪問時間の記録は不明瞭であり、移動の順番のみが正確な情報とな

るケースが往々にして生じる。こうした移動・行動情報を正確に記録

して頂くことは、ユーザーに対する入力負担を高め、ドロップアウト

に繋がる懸念がある。 

そこで、行動先の「ショートカット」を加えることで入力の手間を

省いたり、施設内での移動を効率的に表現しうるよう、インターフェ

ースの改修を行った(図3)。今後、試験運用を通じてフィードバックを

収集し、ユーザー対する負荷と取得できる情報のバランスを考慮しな

がら随時改修を行っていくことになる。 

図２：時間入力方式の改修 

図３：行動入力画面の改修 
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実施項目①-2： 保健師システム 

成果： 

保健師が行う積極的疫学調査では、感染者と接触者の接触リスクに

関する情報を、保健師が対象者より電話等を用いてヒアリングする。

この過程を自動化していくうえでは、患者・接触者からの情報収集を

自動化するだけではなく、収集した情報をもとにして患者や接触に対

してさらに問いかけを行い、「自己申告では得られない情報」を明確

化しながら、接触リスク、感染リスクを洗い出していく必要がある。

そのプロセスとして、本プロジェクトでは、保健師(支援)システムを北

見工大において運用し、保健師が行う業務上の情報管理を支援しつつ

その業務の自動化を図るという取り組みを進める。 

 

 

R5年度においては、その実運用に向けた保健師システムの改修作業

として、収集した患者・接触者の移動・行動データを概観したうえ

で、移動・行動に対して追加情報収集をしていくための「メモ機能」

を実装した(図4)。このメモの記載においては、「疑問点や追加質問す

べき事項」と「ヒアリングにより聞き取った事実」を区別して記載で

きる等の工夫がなされている。本機能は、コロナ対策において保健師

側の実務を基盤として設計したものであり、積極的疫学調査支援用情

報技術として世界的にも貴重なものとなっている。将来的にはこうし

て蓄積する情報をもとに、別途研究を進めてきた「推論システム」に

よって、接触リスク・感染リスクの判定が行われることになる。さら

に、保健師が記録した疑問点や追加質問を解析することにより、大規

模言語モデルを用いた追加質問の自動生成技術の進展が期待される。 

図４：保健師システムにおけるメモ機能の仕様例 
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R6年度には、こうして収集した患者・接触者情報から「潜在的なク

ラスタを発見」するためのユーザーインターフェースのプロトタイプ

実装を進める。そのために、R5年度において、必要となるインターフ

ェースの設計に取り組んだ。潜在的なクラスタを発見するためには、

患者とその行動先で接触しえた者の一覧を、複数の情報源を元に「患

者が認知しているか否に関わらず」リストアップしたうえで、それぞ

れの臨床情報を並列表示し、感染伝搬の可能性をふるいに掛けていく

作業が必要となる。こうした作業は、今まで、保健師チームによる属

人的なノウハウに基づいてなされてきたが、感染拡大により患者が増

えることで実施することが困難となる。こうした過程を自動化する仕

組みによって、新型コロナウイルスによるパンデミックの教訓を今後

の感染症危機管理へと生かすことが可能となる。 

 

実施項目①-3： FFHSカスタマイズ 

成果： 

全国版として開発したFFHSを、コロナ禍において北海道版FFHSとし

て稼働させるにあたり、北海道庁における感染対策実務の支援システ

ムとしてさまざまな付加機能が実装された。これらの多くは大学環境

においては不要であるため、評価の結果、北見工大における実運用に

際して利用者の負担となりうると考えられた。また、前述のようにイ

ンフルエンザ等の複数感染症へと対応させていく必要があった。そこ

で、北見工大での運用開始に先立ち、多数の項目に渡りFFHSのローカ

ライズを行う必要が生じた。さらに、大学実務へと合致させるため、

収集データの統計出力機能(図5)を実装した。 

図５：FFHSにおける統計出力機能 
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大学環境における感染制御に役立てるには、学内における感染動向の

発生調査に加えて、大学における実務に役立つ形とする必要がある。た

とえば、学生にとっては、システムを用いた届出により講義や演習の欠

席処理が可能とることで届出の利便が増すことになる。大学側の立場か

らすると、感染性のある期間に講義室や研究室に出入りしていた場合、

接触者のリスト作成が必要となるが、これら業務の自動化は大きなシス

テム採用理由となる。大学教職員の労務管理においても、感染の届出に

より特別休暇の処理などを要していた。そのための感染日の推定や休暇

日数計算などには、医学的な判断が伴うことから、事務官にとって拒否

感を伴いやすい。そうした処理が自動化されることは、大学事務組織に

とってもメリットが生じることになる。こうした機能を実現するために

は、組織ニーズに合わせた作りこみが必要となることから、当初の想定

よりもローカライズのための時間とコストが増す結果となった。 

 

今年度の到達点② 

（目標）感染リスク推論・解析処理システムの研究開発 

実施項目②-1： 大規模言語モデルを用いた移動・行動情報の接地・知識表現 

成果： 

患者・接触者から収集した情報をもとに、感染リスクを推論していく

ためには、いくつかの技術的なハードルが存在する。まず、患者から移

動や行動情報を聴取する必要があるが、患者から聴取する情報はあくま

で患者目線で表現されており、他人との接触を判定するための情報とす

るためには「曖昧性」が残ったものとなっている。たとえば、「大学に

行った」という行動情報がある場合、その行為者が北見工大生の場合は

北見工大を指すことは明らかであるが、近隣に立地する日赤看護大(日本

赤十字北海道看護大学)生の場合には日赤看護大を指す。同様に、「兄に

会った」という情報がある場合、これがどの人物を指すのか。もし兄が

複数いた場合にはどの兄であるのか。そうした「具体化」処理をしなけ

れば、接触者を自動的に特定することができない。こうした処理は、知

識処理において「接地処理」(グラウンディング)と呼ばれ、効率的な処

理が困難であることが知られている。患者側がより正確・詳細な情報を

申告すれば、こうした処理は不要であるが、これは患者側の報告負担を

増す。 

そこで我々は、患者には出来る限り簡略的に申告をして頂いたうえで

申告情報の一次スクリーニングを行い、接地処理が必要な情報と追加質

問が必要な情報を選定したうえで、追加質問を通じた情報の具体化を図

るという方針を定めた。この方針により、患者側の報告負担を軽いもの

へと保つことができる。そのうえで、この一次スクリーニングと追加質

問処理を、近年大幅な性能向上が実現した大規模言語モデル(LLM)に担

わせる設計を着想し、地方都市の大学環境という特定の環境におけるプ

ロトタイピングを通じた実用化を目指した。 
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今年度の検討を通じて、この設置処理には大学という特殊事情が関わ

りうることが明らかとなった(図6)。たとえば、大学生が、特定の場所や

教室に行く場合、講義室の名称ではなく、講義の名称で回答するケース

があることが分かった。同様に、大学教職員が学内で移動する場合、会

議室の名称ではなく、会議の名称で回答するケースがあることが分かっ

た。いずれのケースにおいても、それらの場所にいた接触者をリスト化

する必要があるが、分析の結果、こうしたケースにおいては、移動先に

関する自己申告をコストを掛けて具体的な場所に接地せずとも、講義の

履修者や会議の構成員のデータを保有することにより、接地処理をバイ

パスしうることが明らかとなった。こうした処理は、従来なされてきた

積極的疫学調査を組織レベルへと移譲していくことにより大幅に効率化

しうる可能性を示唆している。そこで、現在、北見市という特定の地域

における地理情報をもとにした移動・行動情報の接地処理に加えて、大

学内の施設情報や履修情報、会議情報を元にした接触リスク処理につい

て基礎研究に取り組んでいる。 

 

実施項目②-2： PLOD/CIRO を用いた感染リスクの推論処理 

成果： 

上述してきたような患者・接触者の情報処理技術を整理していくこと

により、患者から聴取した移動・行動に関する自己申告情報を、接触リ

スク・感染リスクの自動処理に適した形式へと変換していくことが可能

となるものと期待される。この取り組みを進め、今まで我々のチームが

研究を進めてきた移動・行動情報の知識表現モデルPLODへと変換して

いくことができれば、接触リスク、感染リスクの推論を、LLMに依存し

た不確実な処理から、論理演算で処理することが可能となる。 

     
     
   
   

     

           
           

   
               

   

       

      
         

                      
        

     

    
  

    

      

     
    

         
          

   
             

   

              
               

               
              

図６：移動・行動の報告に含まれる場所の特定 
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PLODでは、セマンティックウェブ分野において蓄積されてきた各種

の知識表現標準を組み合わせ、人の移動や行動に関する情報を柔軟に表

現することができる(図7)。関係者の行動を一度PLODにて表現すること

ができてしまえば、新型コロナウイルスの感染リスクを別個に知識表現

したCIRO(COVID-19 infection risk ontology)により、個々の人物間の感

染リスクを形式論理を用いて評価することが可能となる。 

ただし、そのためには、患者・接触者の自己申告情報に登場する人物や

場所、行動を、正しくPLOD表現する必要があり、従来の手法では、患者

側に負担を負わすことなく変換処理を行うことが困難であった。LLMの

登場によって、非構造化データを効率的に構造化データに変換すること

が可能となったが、その正確性は未だ定量的には評価されていない。そこ

で、返還前の非構造化データと変換後の構造化データのペアデータを整

備したうえで、LLMによる自動変換の精度について評価を行うとともに、

高性能な変換を可能とするプロンプトについての研究に取り組んでいる。 

 

実施項目②-3： 積極的疫学調査支援・自動化の研究開発 

成果： 

今年度は、これまでに記した要素技術の検討を踏まえて、積極的疫学

調査の自動化に向けて、これら技術を統合し組織における感染対策業務

の効率化を実現していくための全体設計に取り組んだ。検討すべき事項

が多岐にわたるうえ、研究の蓄積がない分野であるため、全体像の整理

のための議論に多くの時間を割く必要があった。結果として、大学環境

に特化した形で、学生の講義履修情報、所属研究室情報をも活用した、

濃厚接触者の自動的なリストアップの実現に至るまでの技術的なロー

ドマップを明らかとすることができた。 

図７：PLODによるリスク推定 
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これまでに記してきた通り、大学や特定の組織において積極的疫学

調査を行う際、場所に関する固有名詞は施設特有のものが増し、公開

されている地理情報のデータベース等で特定することが困難となる。

また講義名や作業名など、地名や部屋名が明示的に含まれない行動履

歴も少なくない。こうした移動・行動の記述に含まれる表現の種類を

整理したものを図8に示す。論点整理の結果、自己申告に含まれるさま

ざまな表現を分類したうえで、それぞれに対する技術的な対処方針に

ついての全体像を明らかにすることができた。概ね、学内ローカルな

情報整備により接地可能な表現と、追加質問による曖昧性解消が必要

な表現、「バイト先」など内容を具体化するために追加質問が必要な

表現とに分けることができる。さらに、「部活」のように、具体的な

場所に接地しなくても接触者を追うことができる表現の存在について

も整理することができた。 

今後、以上の処理を、LLMによる前処理、対話処理とPLODを通じた

接触リスク、感染リスク評価を通じて実際に実現するための取り組み

を進めることになる。LLMを用いて患者と保健師の対話を再現する単

純なテストには成功しているが、精度と性能(処理速度)を担保しつつ、

実用的な運用を実現した取り組みは知られておらず、プロトタイプを

実現するだけで世界に先駆けた大きな成果となるものと期待される。 

図８：移動・行動に含まれる表現の種類と感染リンクの発掘 
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今年度の到達点③ 

（目標）プロトタイプの運用・データ収集・成果広報 

実施項目③-1： 北見工大におけるプロトタイプ運用・改良・評価 

成果： 

R5年度においては、北見工大内部におけるプロトタイプの運用に向け

て、学内調整を進めた。学内での活用に際しては、学生の新型コロナ対

応に加え、教職員の新型コロナ対応が求められ、二つの窓口に対応する

必要があった。さらに、新型コロナウイルスに加えて、インフルエンザ

等への対応も必要であることが判明した。また、大学組織における感染

者の受付や対応フローに合致させた作り込みが必要であった。こうした

事態が生じた結果、学内運用に先立つローカライズに要する手間が予定

よりも大幅に多いことが明らかとなり、年度内の稼働を行うことができ

なかった。 

また、北見工大の学内感染対策モニタリングのために構築した接触確

認システム (Folkbears)との観測網の接続に向けた調整も行った。

Folkbearsは、我々のチームが準備をしてきた研究用の接触確認アプリで

あり、大学関係者にインストールして頂くことで学内における感染を継

続的にモニタできる体制の確立を目指している。今回のプロジェクトに

おいては、このアプリを通じて判明した感染者との接触者をFFHSへと自

動的に誘導することを目指しており、iOS版とAndroid版の双方の準備を

進めている。 

今後、R6年度に実稼働を行い、実利用を通じた評価と改良のフェーズ

へと移行したい。 

 

実施項目③-2： 他組織におけるシステム運用・改良・評価 

成果： 

本プロジェクトでは、開発した技術が一般性を有することの実証に向

けて、北見工大以外の組織での稼動を行うこととなっている。次年度以

降における他組織での運用に向けて、複数の取り組みを進めた。 

まず、同一業種である大学組織として、近隣に立地する大学より利用

の内諾を得ている他、道内に立地する複数の他大学を対象に、活用の可

能性について検討を進めた。その結果、技術の検証という観点だけでな

く、技術のさらなる発展に向けて、技術系の他大学での活用を目指すこ

とが有意義ではないかという着想が得られている。 

また、他業種での活用という観点でも検討を進めた。候補として、北

見に立地する医療機関での活用は有意義であり実現性があるものと考

えられた。また、統括側より提案をされた道内に立地するスポーツイベ

ント事業者へのアプローチについても、協力者と共に検討を行った。さ

らに、公的部門での活用として、最終的なターゲットでもある北海道内

保健所での活用についても検討を試みた。 

上記の企画と並行して、他組織へと展開できるよう基盤であるFFHS

の整備については前倒しし準備を行った。R6年度の後半より、他組織で

の活用に向けたさらに具体的な調整を始める。 
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実施項目③-3： 研究成果広報 

成果： 

令和５年度には、研究開発を軌道に乗せる必要があったため、具体

的に行った研究広報としては、2023年11月17日に行った広報イベント

として「COCOA茶話会第2席－携帯電話による保健所連絡の効率化を考え

る－AIは感染症を制圧できるか？」に留まった。同イベントには、医療

関係者や技術者ら25名以上にご参加頂いた。ディスカッション等を通

じて、有意義な交流が実現したことから、同イベントの内容を下地と

した広報記事の制作を進めている。 

また、翌年以降の広報に向けて、関係者と企画検討に取り組んだ。

その結果、本プロジェクトの広報としては、大きく、「行政」、(技術

の潜在的なユーザーとなる)「事業者」、「技術研究者」、「一般」に

分け、それぞれにターゲットを絞った広報を用意する必要があると整

理した。そのうえで、今後、保健師業務に関する説明を主体にした茶

話会や専門家による対談や活用事例や技術紹介に関するコンテンツを

もとに、それぞれのターゲットに訴求する形で展開していく方針とし

た。こうした広報を通じて、感染症対策の情報技術に関心を有する記

者との交流を図っていきたい。 

 

 

（４）当該年度の成果の総括・次年度に向けた課題 

 

北見工大版FFHSの運用を開始し患者データの集積を目指した。しかし、システム側の

準備が遅れ、年度内に運用を開始することができなかった。そのため、患者データの収

集ができておらず、北海道庁による実用性評価を受ける段階に至らなかった。これは

システムの実用性を高めていくサイクルの開始の遅れにも繋がっている。 

また、感染リスクの推論と対応部分の自動化に向けた要素技術の検討についても、技

術的な難所があり、進捗が遅れている。しかし、問題の所在と解決策がクリアとなった

ため、この後、人材の拡充を図り、ブレークスルーを実現したい。 

そのためにも、我々の研究構想、将来展望、フィールドスタディの実施状況等をと

りまとめ、研究広報を通じて協力者の拡大を図りたい。その点、広報コンテンツの作

成が遅れていることが懸念されていたが、統括との議論を通じて今後の方針を定める

ことができた。次年度、広報を充実させると共に、提案技術の一般性を実証するため

のパートナーの新規開拓を図りたい。 
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２‐３．会議等の活動 

 

年月日 名称 場所 概要 

2023.10.6 個別ミーティング オンライン  

2023.11.2 全体ミーティング オンライン  

2023.11.17 COCOA茶話会第2席 オンライン  

2023.11.29 個別ミーティング オンライン  

2023.12.1 実装ミーティング オンライン  

2023.12.5 総括ミーティング オンライン プロジェクト戦略会議 

2024.1.31 個別ミーティング オンライン  

2024.1.22 運営 MTG オンライン  

2024.1.30 運営 MTG オンライン  

2024.2.8 運営 MTG オンライン  

2024.2.9 坂本・奥村ミーティング オンライン  

2024.2.13 運営 MTG オンライン  

2024.2.19 運営 MTG オンライン  

2024.2.26 運営 MTG オンライン  

2024.2.26 プロジェクト間交流会 秋葉原  

2024.2.26 分担ミーティング オンライン 大向・大内MTG 

2024.3.4 運営 MTG オンライン  

2024.3.8 分担ミーティング オンライン 大向・大内MTG 

2024.3.11 運営 MTG オンライン  

2024.3.19 運営 MTG オンライン  

2024.3.21 実装ミーティング オンライン  

2024.3.22 運営 MTG オンライン  

2024.3.25 運営 MTG オンライン  

2024.3.26 総括ミーティング ハイブリッド サイトビジット 
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３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

 

提案技術の実用化は、まずは、研究代表者が業務として実際に関わっている大学保健管

理分野から始めている。大学には、教職員と学生が所属しているが、講義、実習だけでな

く、各種実験や学外の見学、合宿等、多彩な活動が関わる点で、プロトタイピングの対象と

して理想的といえる。しかし、上述したように、必要な技術のローカライズ作業に時間を要

しており、実運用に至っていない。そのため、以下では、実際の取り組みではなく、研究開

発成果の様々な分野における活用に向けた現段階での展望を記す。 

提案技術は、高い汎用性を備えているはずであり、さまざまな分野で活用が可能と考え

られる。ただし、性能を出すためには分野ごとのカスタマイズが必要であり、そのためのコ

ストに加えて、サービス提供のための運用コストも要する。今回は、あくまで技術的難度の

高い情報技術の研究開発プロジェクトであることから、カスタマイズや運用へのコストを

掛けすぎると、技術的ブレークスルーのために費やす予算が削られることになる。 

そのため、北見工大での実証実験後の展望としては、まずは、当初計画の通り、道東立

地の他大学における活用の優先順位が高い。もし、他大学での稼働が順調に進んだ場合は、

たとえば、地元教育委員会と連携することにより、大学だけでなく小中高の学校での活用

が合理的かも知れない。これにより、各種教育現場における感染症管理を大幅に効率化し

うる期待がある。 

また、さらなる発展として、他業種への展開、他地域への展開が求められている。そこ

で、これまでに、スポーツ興行会社や工場など大勢の人物が関与する他業種への展開を検

討してきた。もっとも、感染制御という観点では、医療機関や介護施設においてより高いニ

ーズが存在することからも、教育現場での活用の次のステップとしては、医療や介護分野

における活用を通じた技術の汎用性と実用性を証明が有望である可能性がある。 

そのためにも、北見工大版FFHSのできるだけ早期の実稼働を図るとともに、開発中技

術の実戦投入を進めたい。そのうえで、実運用からのフィードバックを取り入れた改良を

図り、他の教育機関への展開に加えて、他業種、他地域への展開を行いたい。これにより、

部門は限られはするものの、研究開発成果の社会実装を実現し、感染症危機管理における

情報技術の活用に向けた技術革新を成し遂げることを願っている。 
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４．研究開発実施体制 

 

（１）代表グループ 

グループリーダー： 奥村 貴史（北見工業大学・教授） 

役割：  研究統括・フィールドスタディ 

概要： フィールドスタディの実施に際した体制の構築と運用を担っ

たうえで、関係諸団体、他地域や他セクターへの渉外活動を

行う。また、研究グループ全体の統括を図る。 

 

（２）北大グループ 

グループリーダー： 坂本 大介 (北海道大学・准教授) 

役割：  感染症危機管理用情報システムのユーザーインターフェース 

概要： 感染者・接触者の行動等の情報集積に向けたシステムの実現

に向けて、その構築を支援すると共に、評価を担う。 

 

（３）NAISTグループ 

グループリーダー： 大内 啓樹 (奈良先端科学技術大学院大学・助教) 

役割： 感染症危機管理における効率的な情報処理に向けた自然言語

処理 

概要： 患者・接触者より得られる情報の効率的な解釈とコード化の

ため、移動や行動等、感染に関する記載を自動処理する自然

言語処理の研究開発に取り組む。 

 

（４）東大グループ 

グループリーダー： 大向 一輝 (東京大学・准教授) 

役割： 患者行動情報の記録・公開・感染リスク推論技術 

概要： 移動や行動における感染リスクの自動推論の実現のため、

PLOD/CIRO技術を用いた感染リスク推論処理の実用性向上に

取り組む。 
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５．研究開発実施者 

 

代表グループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

奥村 貴史 オクムラ タカシ 北見工業大学 工学部 教授 

佐賀井  祐一 サガミ ユウイチ 北海道道庁 保健福祉部 感染症対策監 

人見 嘉哲 ヒトミ ヨシアキ 北海道道庁 保健福祉部 技監 

中村 充孝 ナカムラ ミツタカ フリーランス     

竹内 奏吾 タケウチ ソウゴ フリーランス     

井上 美穂 イノウエ ミホ 北見工業大学     

 

北大グループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

坂本 大介 サカモト ダイスケ 北海道大学 
大学院 情報科

学研究院 
准教授 

 

NAISTグループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

大内 啓樹 オオウチ ヒロキ 
奈良先端科学技術

大学院大学 

先端科学技術

研究科 
助教 

 

東大グループ 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

大向 一輝 オオムカイ イッキ 東京大学  
大学院 人文社

会系研究科 
准教授 

山本 泰智 ヤマモト ヤスノリ 
情報・システ

ム研究機構 

データサイエンス

共同利用基盤施設 
特任准教授 
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６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 

６－１．シンポジウム等 

 

年月日 名称 主催者 場所 参加人数 概要 

2023年 

11月17日 
COCOA茶話会第2席 研究PJ オンライン 31名 保健所業務の効率化 

 

６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 

（１）書籍、フリーペーパー、DVD 

なし 

 

（２）ウェブメディアの開設・運営、 

 なし 

 

（３）学会（6-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 

 なし 

 

６－３．論文発表 

 

（１）査読付き（ ０ 件） 

●国内誌（ ０ 件） 

 

●国際誌（ ０ 件） 

 

（２）査読なし（ ０ 件）  

  

６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 

 

（１）招待講演（国内会議 ２ 件、国際会議 ０ 件） 

・奥村 貴史, 「Bluetooth型接触確認アプリの技術評価とその現状」, 公募ワークショ

ップ「携帯電話関連技術を用いた感染症対策に関する包括的検討」, 第43回医療情報

学連合大会(第24回日本医療情報学会学術大会), 2023/11/23. 

 

・奥村 貴史, 「接触確認アプリの技術評価」, 第82回日本公衆衛生学会総会  公募シ

ンポジウム 「携帯電話を用いた感染症対策技術の発展に向けて」, 2023/10/31. 

 

（２）口頭発表（国内会議 ２ 件、国際会議 ０ 件） 

・ 亀井雄貴, 田邉渉, 安藤来波, 大津祐貴, 市川学, 奥村貴史, "接触確認アプリの運
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用終了に関する国際比較-COCOAはいつ終了すべきだったのか？", 情報処理学会第86

回全国大会, 2024.3. 

 

・ 田中 健策, 松丸 絢, 増田 智明, 井上 美穂, 三廻部 大, 松岡 貴志, 奥村 貴史,

「接触確認用デバイスの省電力化に向けた確率論的通信方式の検証 Window-Cycling 

Transmissionアルゴリズムの提案とシミュレーション」, コンピュータシステムシ

ンポジウム(ComSys2023), 情報処理学会, 2023.12. 

 

（３）ポスター発表（国内会議 ０ 件、国際会議 ０ 件） 

 

６－５．新聞報道・投稿、受賞等 

 

（１）新聞報道・投稿（ ０ 件） 

 

（２）受賞（ ０ 件） 

 

（３）その他（ ０ 件） 

 

６－６．知財出願 

 

（１）国内出願（ ０ 件） 

 

 


